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1920年代のイギリス資本主義では,産 業構造において 「旧産業」 一 鉄鋼,造 船,綿,石
炭 一 に代 わって,「新産業」 一 化学,電 気,自 動車,レ ー ヨン ・絹 一 の比重が徐 々に増
しつつあった1。こうした同時期のイギ リス資本主義 を巡っては,「旧産業」 の衰退をもって,
イギ リス資本主義それ自体の衰退 と位置づける見解が提示される一方で,「新産業」の台頭 を
もって,そ の構造転換 を強調する視点 も提示され,依 然 としてその評価 は定まっていない2。
本稿では,こ う した議論 を念頭 に置 きなが ら,「新産業」の一角 を成す化学産業の1920年代央
に至 る盛衰 を概観することで,頭 角を現 しつつあったイギ リス 「新産業」の実態 を考究する。
1第 一次世界大戦前一 勃興から停滞ヘー
1.イ ギ リス化 学産 業の勃興
「自由主義段 階」 の イギ リス資本 主義 は,「最初 の工業 国」 と して,綿 工 業の発展 を軸 に18
世紀 末葉以 降,成 長 をつづ け,世 界経 済 を も主導 したが,同 時 にこ う した綿工 業の発展 は,社
会生 活の 向上や他 産業の発展 を も促 した。化 学工業 につい てみれ ば,綿 布処理剤 や石 鹸,ガ ラ
ス製造用 の ソー ダ(ア ル カリ),漂 白剤 と しての晒粉,さ らには産業発 展 の重要 な尺度 ともな
る硫 酸 の需 要 を急増 させ た。 表1に よれば,1801年か ら1841年,1881年にかけ て,硫 酸 ア
ル カ リ,晒 粉 の生産 は,人 口,国 民総 生産,工 業生 産 をは るか に上 回 るテ ムポで増 大 して い
る。
と りわ け,無 機 重化 学工 業 の主要 部 門で ある ソー ダ工 業 は,19世 紀 初頭 の ソー ダ灰 製造 法
と しての ル ブラ ン法 導入,1824年の原料 としての食塩 に対 す る課税撤 廃 な どが相侯 って,立
地 条件 として優 れてい た グラス ゴウ(Glasgow)周辺,タ イ ン(Tyne)川下流 域,ラ ンカシャ
ー(Lancashire)南西 部 を中心 に3急 速 な発 展 を遂 げた(Reuben/Burstall〔1973〕pp.13-5;
Hays〔1973〕pp.12-3)。1878年には アル カ リ生産量 も47万5000トンに達 し,フ ラ ンスの9万
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表1イ ギリスの軽済成長 ・化学製品生産
1801年 1841年 1881年 1907年 1924年
人 口(100万人)
国民 総 生 産(£100万)
工業 生 産(1935年=100)
主 要化 学 製 品(1000tons)
硫 黄(100%)
アル カ リ(ソー ダ灰,重炭酸ソーダ,苛性ソー ダ)
晒 粉
硫 酸 ア ンモ ニ ウ ム(窒 素換 算)











































9000トン(1880年),ド イ ツ の4万2500ト ン(1878年)を は る か に 凌 駕 す る な ど
(Reuben/Burstall〔1973〕p.14;Haber〔1958〕p.110,Table1,p.123,Table4.邦訳 56頁 第1
表,172頁 第4表),イ ギ リス ・ソーダ工業 は,他 国 を圧倒 す る卓 越 した地位 を確 立 する に至
った。
2.対 外競争 力の低 下 による停滞
しか し,1880年代 に もな る と,合 成染 料 に代 表 され る有機化 学工 業へ の参 入 と無機 化学工
業 にお ける新製法(ソ ーダ製造法 と しての アンモ ニア ・ソー ダ法,硫 酸 製造法 と しての接触 法)
導 入の遅延 か ら,イ ギ リス化学 産業 は ドイツ,ア メ リカな どの激 しい追撃 を受 ける こと とな っ
た。 とりわ け,ド イ ッでは合成 染料 の開発 が促進 され4,急 速 にそ の生産 は増大 し,1913年に
は世界 の全染料 生産16万1000トンの うち,85%に当たる13万7000トンを ドイ ツが供 給す るな
ど(Svennilson〔1954〕TableA53),世界 の染料市場 を 「独 占」す る に至 った。 イギ リス につ
いてみ れ ば,同 時 点で 国内染 料消 費2万 トンの うち,80%に当 た る1万8000トン,価 額 に して
189万ポ ン ドを輸 入 して お り,そ の うち90%を ドイツ,10%をス イス に依 存 せ ざる を得 ない状
況 であ った(Green〔1930〕p.343)。
また,ソ ー ダ工 業 につい て も,ド イ ツ,フ ラ ンス な どの諸 国 では,当 時,既 に主流で あった
ソル ヴ ェー法 に基 づ くソーダ製造 が支 配 的 となって いた。 イ ギ リス で も,1873年に設 立 され
たブ ラナー ・モ ン ド社(Brunner,Mond&Co.Ltd.)が,早々 にソル ヴェー法 を採用 し,そ の
優 位性 を もっ て着 実 に ソー ダ生産 を増大 させ5,大 戦前 には イギ リス ・ソー ダ工 業 におい て確
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固た る地位 を確 立 してい た。 しか し,大 部分 の イギ リス ・ソー ダ企業 は,依 然 と して 旧来のル
ブ ラン法 に固執 し,徐 々 に競争 力 を弱め てい った6(Reuben/Burstal1〔1973〕pp.14-6)。1890
年 には,台 頭す る ソル ヴェー法,さ らには電 解法 ソー ダ企業 に対抗す べ く,ル ブ ラン法 ソー ダ
企業48社 が合併 して,ユ ナイ テ ッ ド ・アル カ リ社(theUnitedAlkaliCo.Ltd.)が設立 された
が,ア ル カ リ価 格 の低下7,輸 出 の減少,各 種 ソー ダ企業 の勢力 拡大,ル ブ ラン法 の技術 的立
ち後 れ な どが相侯 って,思 惑 とは裏腹 に設立 当初 か ら大戦 に至 る まで不振 に喘 ぎつづ けていた
(Warren〔1980〕pp.145-51,163-7;Hardie/Pratt〔1966〕pp.43-4)。この間,イ ギ リスのアル
カ リ生産 は,そ の絶 対量 こそ増大 し(表1),1904年時点 で も,世 界 の全 ソー ダ灰 生産170万ト
ンの うち50%に当た る85万 トンを供給 して はいたが(Svennilson〔1954〕TableA50),19世紀
央 には売上 の50%以上 を占め ていた輸 出 は,ピ ー ク時 の1883年に34万7300トン,212万5000
ポ ン ドか ら,底 を突 い た1903年には17万2100トン,127万1000ポン ドに まで 下落 す るな ど
(Haber〔1958〕p.214,Table4.邦訳293頁 第4表),イ ギ リス ・ソー ダ工業 の相 対的地位 は低
下 しつづ けた。
II第 一次世界大戦期 一 戦時需要による回復 ・拡大 一
1.無機重化学工業の拡大
こ うして衰 退傾 向 にあ った イギ リス化 学 産業 も,
表2ブ ラナー ・モン ド社の使用資本 ・利益 第 一次 世 界大 戦 を迎 え,復 興 の機 会 を得 る こ とと
年 使用資本 利益 使用資本 な った。 大 戦 の勃発 は,爆 薬 は と もよ り,無 機 重
利益率 化 学 製 品 な どの関連 す る化 学 製 品 の需 要 を急増 さ
£1000£1000%
1g135,79078214せ た 。 と りわ け,爆 薬 製造 に不 可欠 で あ っ た窒 素
1914「6,08176913の 補 給 につ い て は,ブ ラナ ー ・モ ン ド社が 有 す る
19156・48779912ソ ル ヴェ ー法 を利 用 して,硝 酸 ア ンモ ニ ウム ー
19166,8221,00215 これ をTNTと 混合 させ て高性 能爆 薬(無 煙 爆薬 ア
19177,56a1,11715
1g1810,34g1,11211マ トール)を 生 産す る 一 を得 る こ とが考 案 され,
191910,7751,10`e9大 戦 中に は37万8000トンにのぼ る硝酸 ア ンモニ ウ
192013,1881・1299ム が生 産 され た。 そ のTNT製 造用 の トルエ ンを国
192114,6729396 内 で 賄 う に あ た
っ て も,ポ ー テ ィ ス ヘ ッ ド
192217,2951,0226
1g2317,89C1,650g(Portishead)に あ る 石 油 工 場 で 製 造 し た トル エ ン
1g2418,79i1,5538を,オ ウ ル ドベ リ ー(Oldbury)や ク イ ー ン ズ ・フ
192518・1201・5709エ リ ー(Queen'sFerry)の 政 府 工 場 で も ニ ト ロ 化
192618,3471,6349
出所:Reader(1970)TableB1(a).
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表3ユ ナイテッド ・アルカリ社の
使用資本 ・利益

















































































す るこ とが 可 能 とな った。 また,ク イ ー ンズ ・フ
ェ リー に加 え,グ レ トナ(Gretna),エイ ヴォ ンマ
ス(Avonmouth)の政府工 場 やユ ナ イテ ッ ド ・ア
ル カリ社 の ウ ィ ドニ ス(Widnes)工場 で は,立 ち
遅 れ てい た接触 法 の導 入 が な され,大 戦 前 に は週
産 数百 トンにす ぎなか った硫 酸(発 煙 硫 酸 オ レウ
ム)の 生 産量 が,週 産7000トンに まで急 増 してい
る。 さ らに,爆 薬 製造 に要 す る ピ ク リン酸 につ い
て も,ユ ナ イテ ッ ド ・アル カ リ社 や染料 企 業L.B.
ホ リデー社(LB.HolUday&Co.Ltd.)などによ っ
て,6万8500トンが供給 され てい る(Hardie/Pratt
〔1966〕PP98-101)。
この 間,ブ ラナ ー ・モ ン ド社 は,大 手 ソー ダ企
業 チャ ンス ・ア ン ド ・ハ ン ト社(ChanceandHunt
Ltd.)やエ レク トロ=ブ リーチ ・ア ン ド ・バ イプ ロ
ダクツ社(Electro-BleachandBy-ProductsLtd.)な
ど を取得 して,事 業 の範 囲 ・規模 を一 層拡 大 させ
る な ど(Hardie/Pratt〔1966〕p.114),使用 資本お よび利益 も急増 し,使 用資本 利益 率 も最 高
15%を記 録 してい る(表2)。 また,苦 難 に遭 遇 して いたユ ナイテ ッ ド ・アルカ リ社 も,ウ ィ ド
ニス に接 触 法硫酸工場 な らび にギブス式隔膜 電解槽 法塩 素工場 を建設 し,大 戦 中には一部工 場
の操業 を開始 す る一方 で,ル ブ ラ ン法 ソー ダェ 場 を次 々 と閉鎖 し,電 解法 ソー ダ企業 への脱 却
を図 る な ど,短 期 間の うち に技 術 革 新 と設 備増 設 を試 み(ICI〔1932〕p.5;Hardie/Pratt
〔1966〕pp.101-2),一時的 には業績 も回復 に向か った(表3)。
2.染料工業の再編
無機化学工業 とともに化学工業の両翼をなす有機化学工業の主要部門,合 成染料工業は,イ
ギ リスの主要産業たる繊維産業という大規模 な需要を抱 える一方,爆 薬や毒 ガス製造にも転用
しうるなど軍事上 も極 めて重要な地位 を占めていた。 しか し,国内消費の90%をドイツからの
輸入に依存 していたイギリスでは,大 戦の勃発に伴 うドイツからの合成染料の輸入途絶が,軍
備 ならびに繊維産業に大 きな衝撃 と危機感 を与えることとなった。
その結果,か かる状況を打開 し,ド イッ染料工業に対抗するため,1915年,170万ポンドを
上限 とした同社債券に対する政府保証 とともに,合成染料製品の開発にあたって実質的な財政
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補助 を受け るこ とで,リ ー ド ・ホ リデー社(Read,Holhday&SonsCo.Ltd.)を中核 と して ブ
リテ ィッシュ ・ダイズ社(BritishDyesLtd.)が設 立 された。そ して同社 は,1915年か ら1917
年 にかけて,政 府 の戦略 目的 にそって,爆 薬 製造 に向 けた事 業の多角 化 を試 み るとと もに,同
社の 製造拠点 で あったハ ッダー ズ フィール ド(Huddersfield)工場 の拡張 を繰 り返 し,染 料 の
増産 を図 った8(Richardson〔1962〕p。115)。
3.爆薬 ・金属工業 の拡大 ・再 編
大戦 の勃発 に伴 ない,TNT,コ ル ダイ ト,発 射火薬 な ど,各 種爆薬 ・火薬 の需要 が急増 した。
大戦前 の時点で,既 にイギ リス におけ る爆薬 生産 を 「独 占」 的に支配 して いた爆薬 ・金 属企 業
ノー ベルズ ・エ クス プロー シヴズ社9(Nobel'sExplosivesCoLtd.)は,アーデ ィア(Ardeer)
や ミス ク(Misk)工 場 を基盤 に増 産 を試 み た。1914年時点 で年 産9000トンにす ぎなか った
TNTの生産 量 は,1918年には5万 トンにまで増大 し,大 戦期 を通 じて23万8000トンの生産 が
実現 された。 また,大 戦終結 まで に,4万3600トンの コル ダイ ト,8740トンの コル ダイ ト ・ペ
ース トが生産 され,当 初,年 産1万 トンにす ぎなか った同社 の各種爆薬 の生 産能力 は,最 終 的
に6万5000トンに まで拡大 してい る。 この 間,使 用資本 お よび利益 は急増 を遂 げ,使 用資本利
表4ノ_ベ ルズ.エ クスプ ロ_シ ヴズ社の 益 率 も常 に10%を 超 え る ほ どで あ っ た(Reader
使用資本.利 益 〔1970〕P・301;Hardie/Pratt〔1966〕P・100)。
しか し,こ う した拡 張 の 一 方 で,関 連 す る金



































































































過剰 生 産設備 問題 が早 くか ら予 想 され,1916年以
降,政 府管 理 の下 で爆 薬 企 業 お よび 関連企 業 の合
併 が検 討 され は じめ て い た。 そ して,大 戦 終結 時
の1918年,ノ ー ベル ズ ・エ クス プ ロー シヴズ社 を
中核 に据 えて,持 株 会社 エ クス プ ロー シ ヴズ ・ト
レーズ社(ExplosivesTradesLtd.)一1920年に
は ノ ー ベ ル ・イ ン ダ ス ト リ ー ズ 社(Nobel
IndustriesLtd.)へと改称 一 が 設立 され,爆 薬 ・
金属 工 業 の再 編 が行 わ れ た。 同社 は,爆 薬 企業 ノ
ー ベル ズ ・エ クス プ ロー シ ヴズ社 の ほか ,傘 下 に
工 業 用 火薬 をは じめ とす る各種 爆薬 ない し火薬 ・
化 学 製 品 ・金 属製 品企 業 を擁 し,極 めて広 範 な分
野 に わ る 事 業 展 開 を 企 図 す る こ と と な っ た









































































年=100),1914年時点 で全 製 造業85.9,化学
86.6とほ ぼ並 んで いた もの が,1918年には全 製
造業76.1,化学93.3と,17.2ポイ ン トもの差 が
生 じる な ど(Lomax(1959)Table1;図1),
大戦 が化学産 業 に もた ら した 「特需」 は極 め て
大規模 で あった。 しか し,か か る生 産 の拡大=
生産設 備の増 設 は,大 戦終結 後,当 然 の ご と く
生産設備 の過剰 とい う矛盾 を惹起 す る。
1918年11月に終 戦 を迎 えた後,1919年春 に
始 ま った イギ リスの戦後 ブ ームは,翌1920年3
月 に ピー クに達 し,同年夏 か ら戦後恐慌 に陥 り,
ほぼ1922年春 頃 に は景 気 が底 を突 い て,緩 や
表5イ ギリス製造業と化学工業の比較(1920年=100)








































註11930年 価格 に よ る。
2俸 給 労 働 者,賃 金労 働 者 か らな る。
31人 当 た りの 年平 均 所 得 。
所 得:生 産 指 数 はLomax(1959)Table;総固 定 資 本 形成,純 固定 資 本 形 成 はFeinstein(1965)Tables8.00,
&41;雇用 者 数,年 平 均 所 得 額 はChapman/Knight(1953)Tables44,45,46より算 出。
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かな回復過程 に入るが,そ れ も弱々 しく,1926年のゼネス トで挫折 し,再 び下降に向かった
(森〔1975〕71,9]頁)。こうした景気動向に即 して,全製造業 と化学産業を比較すれば(表5),
生産の場合,全1921年には製造業の77.8に対 し,化 学は72.0にまで下落 した。 さらに,全 製
造業では1924年に1920年水準を超 えたが,化 学ではゼネス トの影響を受けた1926年に再度大
幅に低下 し,1920年代央までの時点で1920年水準 に回復することはなかった。 また,総 固定
資本形成,純 固定資本形成は,や や遅れて1923年に底 に達 したが,総 固定資本形成の場合,
全製造業の67.1に対 し,化学は41.6にすぎず,純 固定資本形成に至 っては,全 製造業のマイナ
ス56,3に対 し,化学はマイナス115.0にまで下落するなど,1920年代前半の化学産業は極めて
過剰な固定資本を抱えていた。一方,雇 用者数では,恐慌過程での下落 こそ全製造業に比較 し
て小幅であったが,全 製造業が徐々に拡大に向かう一方で,化 学は低下 をつづけるばか りであ
った。また,他 産業に比較 して高 く維持 されていた所得は,全 製造業ほどの下落を経験するこ
とな く推移 しているが,む しろこのことは賃金の切下げが不徹底に終わったことを象徴 してい
る。
2.ア ンモニア合成事 業への参 入
大戦期 に窒素不足 を補 うべ く推進 されて いた アンモニア合成法 の研 究 ・開発 は,戦 後,窒 素
肥料 事業 に転用 された こ とで新 た な息 吹が与 え られ た。 ブ ラナー ・モ ン ド社 は,ア ンモ ニア合
成 法 と してのハ ーバ ー=ボ ッシュ法 の研 究 に着 手す る と と もに,1920年,大 戦期 に同事業推
進 の ため た政府 が運営 していた ビ リンガム(Billingham)工場 を買収 した10。同社 は,す ぐさ
ま子会 社 シ ンセ テ ィ ック ・ア ンモ ニ ア ・ア ン ド ・ナイ トレー ツ社(SyntheticAmmoniaand
NitratesLtd.:SA&N社)を設立 し,ラ ンコー ン(Runcorn)にア ンモニ ア合成 のパ イロ ッ
さ
ト ・プラ ン ト(第1号 装 置)を 建設 した。 同プ ラ ン トで は,1921年か ら日産2大 トン(硫 酸 ア
ンモ ニ ア換算)規 模 で合成 ア ンモニ アの試験 的生産 が行 われ てい たが,1923年には ビ リンガ
ム工場(第2号 装置)も 完成 し,年 産9.4万大 トン(硫 酸 ア ンモ ニ ウム換算)規 模 の商 業的生
産 が開始 され るに至 っ た。
さらに,1925年には 「産業振興 法」(TradeFacilitiesAct)によ り,新 規 発行 されたSA&N
社 社債200万ポ ン ドの利子 に対 して,20年 間 にわ たる政府保 証が 与 え られ た ことで,SA&N
社 を公募 会社 へ と改組 し,積 極 的 な生 産規模 の拡大 を試 みて い る(Parke〔1957〕pp.1-10)。
その一 方で,ブ ラナ ー ・モ ン ド社 は,1919年,バ クス トン ・ラ イム ・フ ァームズ社(Buxton
LimeFirmsLtd,)を買収 す る ことで,そ の傘 下 にあ った13社 に及ぶ石灰採 掘企 業 を支 配下 に
置 くこ とで,ソ ル ヴェ ー法 な らび に電 解法 に よるソー ダ生産の みな らず,各 種肥料 の供給 を も
独 占 しよ うと した(Reader〔1970〕p.329;Hardie/Pray〔1966〕p.119)。
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こうして大戦後 も,着実に事業の範囲 ・規模を拡大 させたブラナー ・モンド社の業績 をみ る
な ら(表2),使用資本および利益は,1919年の1077万5000ポンド,101万2000ポンドか ら,
1926年には1834万7000ポン ド,163万4000ポンドへ とともに増大 し,同部 門のユナイテ ッ
ド・アルカリ社(表3)を 凌 ぐ成果 を残 している。 ブラナー ・モ ンド社の場合,1920年代央の
時点で,イ ギリス ・アルカリ生産の75%を掌握するなど(Haber〔1971〕p.292.邦訳447頁),
無機重化学工業は もちろん,イ ギ リス産業においても揺るぎな き地位 を確立 したかに見受けら
れる。 しか し,過剰な費用負担 による大規模な設備拡張や戦前 に比較 したソーダ製造における
技術的優位性の低下によって(Fitzgerald〔1927〕p.82),使用資本利益率 も,大戦終結 と同時
に10%を割 り込んだまま,回復 の兆 しをみせていないなど(表2),閉塞状況を打破する機会 を
伺 っていた11。
一方,ユ ナイテ ッド・アルカリ社では,一 部工場が完成 しないうちに大戦が終結 し,主力製
品である硫酸の需要を喪失するとともに,大戦後の鉄鋼生産の不振,農 業不況による過燐酸肥
料市場の停滞,国 際競争の激化が重な り,利益,使 用資本利益率が,1920年には15万ポンド,
2%とな り,同 社の業績は最悪の もの となった。その後,戦 後恐慌か らの回復過程 にあった
1924年には46万ポンド,6%と好転 したが12(表3),翌年には再度悪化 しは じめるなど,わず
かの期間でその業績は激 しく変動 した。この間,ユ ナイテッド・アルカリ社は,発 電所 ととも
に完成 したウィ ドニスの電解法 ソー ダ工場 を基盤 に,1922年以降,景 気回復にそって拡大す
る国内外のアルカリ需要に対応するとともに,新規事業 としてのカザー レ法によるアンモニア




戦時需要で拡大を遂げたノーベル ・インダス トリーズ社は,懸 念 されたごとく大戦の終結に
伴 って大規模 な軍事需要を喪失 し,さ らには石炭産業の衰退 による爆薬需要の低下 も重な り,
巨額の資金を有 しなが らも,そ の有効 な投資先を見出せず にいた。その中核企業であるノーベ
ルズ ・エ クスプローシヴズ社の業績 をみれば,使 用資本は1922年に急増 したものの,以 降は
1000万ポンド台で推移 し,利益 も頭打ちとなっている。 また,使 用資本利益率 も,10%を割 り
込んだまま伸びrむ など(表4),その長期的な低迷 は否定 しがたい。
もちろん,ノ ーベル ・インダス トリーズ社 も,かかる状況を放置することな く,打開策を講
じて いる。1925年には ブ リテ ィッシュ ・レザ ー クロス ・マニ ュファクチュア リング社
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(BritishLeatherClothManufacturingCo.Ltd.)の取 得 に よ り人 造皮革事 業 に進 出 し,さ らに
1926年に はE.1.デュ ポ ン ・ドゥ ・ヌムー ル社(E.1.duPontdeNemours&Co.Inc.)との提携
によ り,ノ ーベル ・ケ ミカル ・フィニ ッシュィズ社(NobelChemicalFinishesLtd.)を設立 し,
自動車 塗料の生産 も開始 す るな ど多角化 を進展 させ てい る。 また,こ れ と同時 に非効率 工場の
整理 と して,1923年末 に34社あ った構成企 業 を,翌 年 に は29社に削減す る な ど,生 産 と経 営
の合理化 も追求 して いた(Reader〔1970〕p.417-8)。しか し,む しろ一連の多 角化 や海外事 業
が過重 とな り13,さらに大規模 な組織 再編14と合理化 を迫 られるに至 った。
5.染 料工 業の危機
イギ リス染料工 業で は,染料企 業 の再 編 によって大戦期 の危機 を切 り抜 ける こ とがで きたが,
その苦 難 は大戦後 に至 って もなお つづ いた。依 然 と して染料 企業 の統合 は推 進 され,1919年
には レヴ ィ ンス タイ ン社 を吸 収 して,新 たに ブ リテ ィ ッシ ュ ・ダイス タッフズ社(theBritish
DyestuffsCorp.Ltd.)が成立 し,政 府 に よる保護 が一層 強化 される こ ととな った15。ところが,
同年末,染 料 を含 む各種輸 入規 制が,「 サ ンキー判決」 に よって無 効 とされ るや,ド イッか ら
の大量 の染料 輸入 が懸 念 され は じめた。 その結 果,1920年には輸 入 許可制 な どを盛 り込 んだ
「染料(輸 入規 制)法 」16(Dyestuffs〔lmportRegulation〕Act)が改め て成 立 し,政 府支援 に
よる国 内染料市場 の保 護が 推進 され るに至 った(Plummer〔1937〕pp.255-8)。しか し,一 連
の 政府支援 に もか かわ らず,ド イツ染料 工業 に対 す る競 争力 の脆 弱性 は否 めず,さ らには戦後
恐慌 の衝 撃 や繊維 産業 の衰退 も相 侯 って,1924年には イギ リス全体 で1万5000トンに留 まっ
た生 産 に対 して,生 産 能力 は2万4000トンにのぼ り,さ らに世界 で も15万4000トンに対 して,
28万4000トンと(Haber〔1971〕Table9.1邦訳 表9.1),染料 工業 は,国 内外 と もに大規模 な
過 剰 生 産設備 を抱 え込 み,市 場=生 産 拡大 の余 地
表6ブ リティッシュ ・ダイスタッフズ社の を喪失 してい た
。
使用資本 ・利益 この 間
,ブ リテ ィ ッシ ュ ・ダ イス タ ッフズ社 の
年 使用資本 利益 使用資本 染 料売 上 も,1919年の1万1516トンか ら,翌1920
利益率 年 には3120トンに下落 し




















註1:各 年 とも暦 歴で10月31日まで の数字 。
出所:Reader(1970)TableC1(a).
が増大 した1926年です ら6867トンにすぎず,そ の
業績 も表6でみるごとく惨澹たる ものとなった。こ
の結果,ド イツ染料企業 との極めて従属的な提携
案 も飛び交 うなか 一 最終的には政府に よる拒否
権が行使 された 一,1925年には再建案 として資
本金の約40%を減資す る計画が提起 され,政 府もそ
198 一 経 営 論 集 一
の全 持株170万ポ ン ドを60万ポ ン ドで売却 す ることに よって同社 を見放 す に至 った(Plummer
〔1937〕PP259;Haber〔1971〕p.295.邦訳4 1頁)一 それで もなお,外 国人 の持 株比率 が
25%を超 える ことを認 めなか った(Fox〔1987〕p.171)一。 か くして,ブ リテ ィッシュ ・ダ
イス タ ッフズ社 は,無 防備 の まま台頭す る ドイツ染料工業 の前 に曝 され る こと とな った。
】.V結 語 一 危機 的 状況 の 打 開 一
化学産業 を含む 「新産業」は,「旧産業」の停滞に比較 し,戦後恐慌の打撃 も軽 く,そ の拡
大は着実であったとされる(森 〔1975〕99,166頁)。しか し,そ れはあ く'まで も 「新産業」 と
い う大 きな枠組みに対する評価にす ぎない17。戦後恐慌期 には,化 学産業の生産や固定資本形
成が,全 製造業に比較 して大幅に下落 し,そ の回復 も極めて鈍い ものであった(表5)。また,
生産や固定資本形成に比較 し小幅な下落に留まった雇用者数や所得額 も,「新産業」内ではか
な り見劣 りのす るものであった18。総 じてみると,少 なくとも1920年代央 までについては,
化学産業 をレー ヨン・絹,電 機,自 動車 といった 「新産業」の一角に位置づけて,こ れらの産
業 と同様 にその 「成長」 を手放 しで容認することはできない。む しろ,そ の相対的な閉塞状況
は,よ り深刻な ものであった。
この点は,ブ ラナー ・モン ド社,ノ ーベル ・インダス トリーズ社,ユ ナイテッ ド・アルカリ
社,ブ リテ ィッシュ ・ダイス タッフズ社 とい う,当時のイギリス産業 を代表する化学企業それ
ぞれについても同様である。イギリス化学企業は,一 方でソーダなどのアルカリ製品や硫酸な
どの酸製品 とい った極めて狭い範囲の重化学製品工業に特化 していたがゆえに,積 極 的な研
究 ・開発 を伴 う有機化学製品に主軸を置いた化学産業の 「新たな時代の趨勢」に立ち後 れ19,
他方で大戦ならびに戦後 ブームで抱え込んだ生産設備が,陳 腐化するとともに,1929年の大
恐慌以上 に衝撃の大きかった戦後恐慌20に直面す る過程で(図1),いずれ も大規模 な過剰生
産設備 として顕在化 し,と もに経営効率の悪化に苦慮 していた。
か くして,ド イッやアメリカの化学産業が台頭する前に,対 外的には もちろんのこと,国 内
的にも極めて 「危機的な状況」(acriticalsituation,ICI〔1955〕p.5)に追い込 まれたイギ リス
化学産業にあって,主 要化学企業4社は,大 規模な合併による事業再編 と合理化 によってその
競争力 を回復す ることで,活 路 を見出す しかなかったのである。1926年末,そ の社名に 「帝
国」 を冠す るインペリアル ・ケ ミカル ・インダス トリーズ社(lmperialChemicalIndustries
Ltd.)の設立は,ま さにイギリス化学産業に残 された最後の打開策 にほかならなかった。
註
1製 造 業(石 炭 を含 まず)の 雇 用者 数 の比 重(単 位:%)を,1920,25,29年に つ い てみ れ ば,確 か に 「旧














一 ヨ ン ・絹)は10 .3,12.8,14.5と上 昇 して い る(Chapman/Knight〔1953〕Table44より算 出)。
「新 産 業」 の 台 頭 を強調 す る論者 が,「楽 観 派」 と 目 され る オ ール ドクロ フ ト(D.H,1Udcroft)やリチ ャー
ドソ ン(H.W.Richardson)であ る。 彼 らに よる と,イ ギ リス経 済 が停 滞 してい た1920年代 は,「新 産 業 」
が 「1日産 業」 に取 っ て代 わ る構 造 転 換 の 時期 であ り,1930年代 の 「成 長 」 を担 う準 備 段 階 と捉 え られて い
る。 一 方,こ れ とは 対 照 的 に,「悲 観 派 」 と呼 ば れ る アル フ ォー ド(B.W.E.A】ford)やバ クス トン(N.K
Buxton)らは,「 旧産 業 」 の 停 滞 を もっ て,1920年代 は も ち ろ んの こ と,1930年代 の そ の 回復 を も,イ ギ
リス経 済衰 退 の 象 徴 と して受 け止 め てい る。
立 地 条件 と して,ラ ン カ シ ャー の 石炭,チ ェ シ ャ ー(Cheshire)の岩 塩,バ クス トン(Buxton)の石 灰石
に恵 まれ て い た。1860年代 央 の時 点 で,イ ギ リス 国内 には83ヶ所 の ア ル カ リ工場 が あ っ たが,そ の うち ラ
ン カ シ ャー に30工場,北 東 部(タ イ ン川 周 辺)に20工 場,ス コ ッ トラ ン ド(グ ラス ゴ ウ周 辺)に8工 場 が
立 地 して い た 。 と りわ け,ラ ン カ シ ャー や ス コ ッ トラ ン ドで 製 造 され た 製 品 は リ ヴ ァプ ー ル(Liverpoo1)
か らア メ リカ に,北 東 部 の 製 品 は タ イ ン川 か らヨ ー ロ ッパ に輸 出 され た(Hays〔1973〕p.13)。
1868年の ア リザ リ ン染料,1870年代 の アゾ染 料,1880年代 の硫 化 染 料 の 開発 が そ れで あ る。 た だ し,皮 肉
な こ とで はあ るが,世 界 初 の 合 成染 料 を開発 したの は,イ ギ リス 人化 学 者 パ ーキ ン(W.H.Perkin)であ っ
た。 彼 は,1856年初 頭,マ ラ リ ア予 防薬 の キ ニ ー ネ を合 成 す る過 程 で偶 然 に も藤 色 の アニ リ ン染 料 モー ヴ
を開発 し,す ぐ さまパ ー トナ ー シ ップ を設立 して,そ の事 業 化 を図 っ て い る(Haber〔1958〕pp,81-2.邦訳
115頁)。
創 設 当 時,年 産800ト ン に す ぎ な か っ た も の が,19世 紀 末 に は20万 トン を超 え る 生 産 を可 能 と した
(Hardie/Pratt〔1966〕p.85)。
試 算 に よる と,年 産3000トン規模 の工 場 に お け る,58%ソ ー ダ灰1ト ン当 た りの 製 造 コス トは,ル ブラ ン
法 が9ポ ン ド1シ リ ン グ6ペ ンス で あ る の に 対 し,ソ ル ヴ ェ ー法 は7ポ ン ド4シ リ ン グ9ペ ン ス で あ っ た
(Reuben/Burstall〔1973〕Table1,2)。こ う した ソル ヴ ェー 法 導 入 に よ る コス ト低 下 に伴 い,1872年か ら
1882年に か け て,ソ ー ダ灰 価 格 が55%に,晒 粉 価 格 が67%,結 晶 ソー ダ 価 格 が50%に 低 下 して い る
(Richardson〔1968〕P.283)o
アル カ リ製 品 の価 格(単 位:1ト ン当 た り)を,1895,1905年に つ い て み る と,ソ ー ダ灰 は3ポ ン ド17シ
リ ング6ペ ンス か ら4ポ ン ド10シリ ング に上 昇 して い る もの の,晒 粉 が7ポ ン ドか ら4ポ ン ド10シリング に
急 落 してい る(Warren〔1980〕Table64)。
ブ リテ ィ ッシ ュ ・ダ イズ 社 に参 加 しな か っ た,主 要 染 料企 業 レヴ ィ ンス タ イ ン社(LevinsteinLtd.),ブリ
テ ィ ッシ ュ ・ア リザ リ ン社(B面shAlizarineCo.Ltd.),スコテ ィ ッシ ュ ・ダイ ズ社(ScottishDyesLtd.)
な どは,な お も商業 的 生 産 を つづ けて い た(Richardson〔1962〕p.115)。
同 社 は,1871年,ノ ーベ ル(ANobe1)に よ って 開発 され た安 全 発 破 用 爆薬 「ダイ ナ マ イ ト」 の 使 用権 を
供 与 され,ノ ーベ ル側 か ら半 額 出 資 を受 け る こ と で,グ ラス ゴ ウ に設 立 され た爆 薬 会 社 に端 を発 す る。 そ
の 後,1877年 に ノーベ ルズ ・エ ク ス プ ロ ー シ ヴズ 社 と改 称 し,1886年に は ドイ ッ の デ ィ ナ ミ ッ ト社
(DynamitAGvo㎜.A愉edNobel&Co.)とと もに,ハ ンブ ル グ(Hamburg)に本拠 を置 く持 株 会社 ノーベ
ル=ダ イ ナマ イ ト ・トラス ト社(Nobel-DynamiteTrustCc.Ltd.:NDT社)の傘 下 に 入 り,子 会 社 とい う
形 態 で主 に イ ギ リス 帝 国 を支 配 領域 と して事 業 を拡 大 し よ うと した。 しか し,1915年,大戦 勃 発 に伴 っ て
NDT社 は 整 理 さ れ,ノ ー ベ ル ズ ・エ クス プ ロ ー シ ヴズ 社 がNDT社 の イ ギ リス に お け る資 産 を取 得 した
(Reader〔1970〕p.489,492)o
買 収価 格 は,71万5000ポン ドで あ り,工 場 設 備 の み な らず,ア ンモ ニ ア 合成 事 業 に 「関 連 す る全 ての 政府
情 報」 を含 む取 引 であ った(Hardie/Pratt〔1966〕p.106)。
リー ダ ー(W。J.Reader)は,一方 で ブ ラナ ー ・モ ン ド社 の大 戦 期 以 降 の生 産 拡 大 や ア ンモ ニ ア合 成 技術 を
評 価 しつ つ,そ の 資 金(resources)不足 が 厳 しい制 約 条 件 と な っ て い た こ と を 指 摘 して い る(Reader
〔1979〕pp,159-60)。
「大 戦 前 に 比 較 した利 益 の 増大 は,部 分 的 に は効 率 の改 善 に よ る」(Fitzgerald〔1927〕P.83,傍点 筆者)
もの であ り,技 術 革 新 や 電解 法 へ の 転換 が功 を奏 した点 は,一 面 で評 価 で きる。
そ の他 に も,自 動 車企 業 の ゼ ネ ラル ・モ ー タース 社(GeneralMotorsCo.:GM杜),ゴム ・タイヤ 企 業 の
ダ ン ロ ッ プ ・ラバ ー社(theDunlopRubberCo.Ltd.),人造 絹 糸企 業 の ブ リテ ィ ッ シ ュ ・セ ラ ニ ー ズ社
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(BritishCelaneseCo。Ltd.)など,外 部企 業 へ の投 資 も行 って い たが(Fitzgerald〔1927〕p.95),とりわ け
GM社 へ の 投 資 は,ノ ーベ ル ・イ ン ダス トリ ー ズ社 資 産 の16%を占 め る ほ どで あ っ た(Reader〔1979〕p.
161)。
141926年に従 来 の 事業 を爆 薬,金 属 ・兵器,人 造 皮 革,コ ロ ジオ ン ・ワ ニ ス,「そ の 他」 の5グ ル ー プに再 編
して い る(Hardie/Pratt〔1966〕p.114)。
15政 府 に よ る 販 売価 格 へ の 介 入,販 売 方 法 ・外 資 導 入 の 制 限,役 員2名 の 派遣,ブ リテ ィ ッ シュ ・ダ イ ズ社
へ の 政 府 融 資 に替 わ る,ブ リテ ィ ッ シ ュ ・ダイ ス タ ッ フズ社 優 先 株,優 先 的 普通 株,各85万 ポ ン ドの政 府
引 き受 け な どが 行 われ て い る(Hardie/Pratt〔1966〕p.103)。
16染 料 の 輸 入 量 と国内 生 産量(単 位:lbs.)を,1913.22,29年に つ い てみ れ ば,輸 入 量 が3260万3573,640
万0912,567万7056と減 少 す る 一方,国 内 生 産 量 は911万4134,2080万2563,5578万5032と増 加 して い る。
ま た,平 均 価 格(単 位:11b.当た り)を み て も,1920年の4シ リ ン グ4ペ ンス か ら,1928年には1シ リ ング
61〆2ペンス に低 下 して お り(ABCM〔1930〕App.B,C),同法 が極 め て効 果 的 に機 能 して い た こ とが 伺 え る。
なお,1921年8月に制 定 され た 「産 業保 護 法 」(SafeguardingofIndustriesAct)では,染 料 以外 の 有 機合 成
化 学 製 品 に対 して も331/3%の輸 入 関税 が 賦 課 され るな ど(Hardie/Pratt〔1966〕p.110),合成 染 料 工 業 の み
な らず 「新 産 業」 と して の化 学 産 業 全体 が 政 府 の 強力 な保護 下 に あ った 。
17こ の 点 は,森 恒 夫氏 も 「そ れ ら 〔新 産 業 〕 の 間 に もか な りの 相違 が あ 〔る〕」(森 〔1975〕166頁)と認識 し
てお り,オ ー ル ドク ロ フ トも,両 大 戦 間期 に お け る 「新 産 業 」 の 成 長 を評 価 しつ つ(1Mdcroft〔1970〕p.
177)「化 学 産 業 お よ び靴 下 ・メ リヤ ス産 業 にお け る拡 大 は,〔産 業 〕 全 体 の平 均 をわ ず か に下 回 って い る に
す ぎ ない 」(Aldcr面〔1970〕fn.20nF.177)とその停 滞 ぶ りを控 え め に指摘 して い る。
18「 新 産 業 」 内 の雇 用 者 数(単 位:人,1920年=100と した推 移)の 変 化 を,1920,25,29年につ い て み る
と,レ ー ヨ ン ・絹 産 業 が3万7700(100),5万0100(139),8万0300(213)と一 貫 して 増 加 傾 向 に あ る の
に対 し,化 学 産 業 は25万0700(100),21万4800(86),23万5600(93)と明 らか に伸 び悩 ん で い る
(Chapman/Knight〔1953〕Table44より算 出)。
19ド イ ッ化 学 企 業 は,大 学 との密 接 な連 繋 の 上 に成 り立 っ た研 究 ・開発 機 関 を有 してお り,1923年時 点 で製
化 学 製 品 な い し有 機 化 学 製 品 分野 に お い て,ブ リテ ィ ッ シュ ・ダイ ス タ ッフズ 社 の 雇 用 す る 化 学 者 が わず
か150人で あ る の に対 し,IGフ ァル ベ ン社 の 場合,1000人にの ぼ って い る(Reader〔1979〕p.153,166)。
20ピ ー ク時 に比 較 した 工 業 生 産 額 の 下 落幅 は,1921年が22%であ る の に対 し,1931年は11%にす ぎな か っ た
(Pollard〔1992〕P.37)。
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